平成１７年（ヨ）第９号・第10号　遺伝子組換え稲の作付け禁止等仮処分事件　　　

 eq \o\ad(債権者,　　　　)　　山　田　 　稔　ほか１２名
 eq \o\ad(債務者,　　　　)　（独）農業・生物系特定産業技術研究機構　
証　拠　説　明　書 （７）
２００５年８月８日
　新潟地方裁判所高田支部民事部  御中
　　　　　　　　　　　　　　　　債権者ら訴訟代理人弁護士　柳　原　　敏　夫
　書証（７６～８４）

疎甲号証
標　　　　　目
(原本・写しの別)
作　成
年月日
作成者
立　証　趣　旨
備考

７６
土地改良事業換地処分登記済証
写
1979.9.1
新潟地方法務局上越支局
債権者の所有する田の所在地
第10号事件の疎甲１と同じ

７７
債権者北陸研究センター周辺の地図
写
2005.7.25
債権者山田稔
債権者の所有する田と債務者の隔離圃場との距離が約３６０ｍであること
第10号事件の疎甲２と同じ

７８
公図
原本
2005.8.3
新潟地方法務局上越支局
債権者保坂一彦の田の場所を地図上で明らかにする。
第10号事件の疎甲３と同じ

７９
遺伝子組換え生物等の第一種使用等による生物多様性影響評価実施要領
写
2003


財務省・

文部科学省厚生労働省農林水産省経済産業省環境省
本野外実験の実施にあたって、国より遵守を求められている生物多様性影響評価のやり方について


８０
陳述書（２）
原本
2005.8.7
産業技術総合研究所

生物機能工学研究部門主任研究員金川貴博
本野外実験において、ディフェンシン耐性菌が容易に出現する可能性が高く、なおかつディフェンシン耐性菌が容易に外部に流失・伝播する可能性が高いにもかかわらず、そうした極めて重大な事態に対して、債務者が、終始一貫して万全の措置を何ひとつ取っていないこと。
甲19の陳述書の作成者

８１





準備中



８２
論文「テンジクボタン（フジイロテンジクボタン）が作る抗真菌性の植物ディフェンシンが結合する真菌細胞上の特定の部位が抗真菌活性に必要である」
写
1999.9.13
K. Thevissen, R. W. Osborn, D. P. Acland, W. F. Broekaert
実験室において、ディフェンシン耐性菌の作成方法を明らかにした論文が、既に2000年発行の学術誌に掲載されていた事実。
訳文添付（抜粋）

８３
論文「抗真菌性植物ディフェンシンに耐性のあるアカパンカビ変異株の分離とその性質」
原本
2003.6.16
K. K. A. Ferket, S. B. Levery, C. Park, B. P. A. Cammue, K. Thevissen
実験室において、ディフェンシン耐性菌の作成方法を明らかにした論文が、既に2003年発行の学術誌に掲載されていた事実。
訳文添付（抜粋）

８４
報告書
原本
2005.8.8
債権者代理人柳原敏夫
本年8月2日現在の本野外実験の圃場の状況が圃場内にトンボが飛び、昆虫・小動物の出入り可能な隙間があり、これにより、本野外実験の圃場内において出現した可能性が高いディフェンシン耐性菌がこれらの昆虫やネズミ等を通じて、既に外部に流失・伝播している可能性が高いという事実。




以　上
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